
 

 

唐津市監査委員告示第６号 

財政援助団体等における監査の結果に関する報告に基づいて講じた措 

置の公表について 

 地方自治法第１９９条第１２項の規定により監査の結果に関する報告に基づいて

講じた措置状況の通知を受けたので、同項の規定により別紙のとおり公表する。 

  平成２９年６月２８日 

                  唐津市監査委員 岡 本 秀 樹 

                  唐津市監査委員 進 藤 健 介 



 

 

 

 

 

財政援助団体等監査に係る措置状況報告書 

 

 

 

 

 

 

 

監査期間：平成２８年８月３日 

 

 

公益財団法人唐津市文化事業団 
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唐津市文化事業団 

 

１ 会議室扉修繕業務等の見積期間について 

建設工事と判断される古代の森会館 2 階小会議室出入口扉修繕業務、唐津城中

段揚水ポンプ修理業務等の見積依頼書が、通知日の当日又は翌日を見積書提出期

限として通知されていた。 

建設業法第 20 条第 3 項、同法施行令第 6 条第 1 項によると、随意契約及び入

札により契約を行う場合、建設工事の注文者は、建設業者が当該建設工事の見積

をするために一定の期間を設けなければならない、その場合の見積期間は、予定

価格が 500 万円未満の建設工事については 1 日以上と定められている。これは、

通知日から入札日までの間には、少なくとも 1 日は見積期間を設けなければなら

ない（唐津市建設工事等競争入札実施要綱においても、第 4 条で、見積期間は入

札通知日及び入札日を除くものとされている。）ということであり、したがって

上述の修繕工事等の見積書の提出においても、入札の場合と同様に、通知日の当

日や翌日を見積書提出期限として指定するのは不適当である。 

建設業法等の趣旨に沿った適切な事務処理をされたい。 

 

 （講じた措置）どう解決したか 

  見積を依頼する際には、必要な見積期間をおくことを徹底した。また、設備等

の不測の事態に対し、即時対応を要する場合における建設業法施行令第 6 条第 1

項の規定については、その運用について唐津市と協議する。 

 

 

２ 契約事務について 

平成 27 年度の旧高取邸草刈、除草及び伐採業務において、請負者への決定通

知書の通知日は平成 27 年 5 月 16 日となっているが、請負者からの請書の提出日

は同年 5 月 15 日となっていた。 

請書の提出は、決定通知日以降でなければならない。 

また、旧高取邸雨戸等修繕業務においては、請書によると履行期間は平成 28
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年 1 月 20 日から同年 2 月 29 日までとなっているが、請書における契約日は履行

期間の開始日より後の平成 28 年 1 月 22 日となっていた。 

契約締結日が契約期間の開始日に間に合わなかった場合に契約期間の開始日に

遡及して効力を発生させることはあり得るが、そうすると、契約期間の開始日か

ら契約締結日までの間は発注元と発注先との間の口約束での契約に基づき契約内

容が履行されることになる。後日紛争が生じた場合の強力な証拠がなく、また、

契約内容が確定せず、相手方に義務を履行するよう強制もできず、お互いが非常

に不安定な状況に置かれることになるので、通常、このようなことが生じないよ

う、契約書（請書）は契約（履行）期間の開始日までに締結しておく必要がある

とされている。旧高取邸自動火災報知設備改修工事の請書についても同様の指摘

である。 

適切な事務処理をされたい。 

 

 （講じた措置）どう解決したか 

契約書（請書）の重要性を鑑み、契約事務について起点から終結まで手順に 

沿った事務処理を行うことを再認識し、適正な事務処理を行うこととした。 

 

 

３ お礼品の勘定科目について 

 末盧館における博物館事業において、資料及び駐車場借用者へのお礼として松

露饅頭を贈られているが、その費用の勘定科目は消耗品費で支出されていた。 

通常、消耗品は文房具やコピー用紙など 1 年以内で消耗する品物等を指すもの

であり、この場合、謝礼の品であるので消耗品費で支出するのは不適当である。

支出の内容にあった勘定科目にて支出されたい。 

 

 （講じた措置）どう解決したか 

今後は、謝礼品として適切な勘定科目からの支出を行う。 
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４ 福利厚生費の支出について 

職員がインフルエンザの予防接種を受けた場合における補助金（一人当たり

1,000 円）及び事業所検診に係る費用が支払手数料から支出されていた。 

このような予防接種費用又は従業員を対象とする事業所検診の費用を事業者が

一部負担し個人に補助するような場合は、原則としてその職員に対する給与の一

部とみなされ所得税の課税対象となるが、予防接種が業務上必須であり、また、

全職員を対象に希望者全員の費用を負担するような場合は、その費用は福利厚生

費（法定外福利費）として損金算入が可能となる（所得税法基本通達 36-29）と

されている。 

  したがって、これらの費用について、支払手数料からの支出は明らかに誤りで

あると言えるので、給与の一部とするか、あるいは法定外福利費が適当か検証し、

適切な支出をされたい。 

※参考 所得税法基本通達 36－29 

 使用者が役員若しくは使用人に対し自己の営む事業に属する用役を無

償若しくは通常の対価の額に満たない対価で提供し、又は役員若しくは

使用人の福利厚生のための施設の運営費等を負担することにより、当該

用役の提供を受け又は当該施設を利用した役員又は使用人が受ける経済

的利益については、当該経済的利益の額が著しく多額であると認められ

る場合又は役員だけを対象として供与される場合を除き、課税しなくて

差し支えない。 

 

 （講じた措置）どう解決したか 

  今後は、福利厚生費（法定外福利費）として、適切な支出を行うこととした。 

 

 

５ 旅費について 

旅費の支給事務に関しては、唐津市文化事業団職員の給与等に関する規程第

11 条第 2 項により、職員が業務の為に出張したときは、唐津市職員等の旅費支

給条例及び唐津市職員等の旅費支給規則の規定を準用すると規定されていること
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から本市と同様に取り扱うこととなっているが、全国城郭管理者協議会研修会参

加の旅費 63,820 円の精算事務において、宿泊料 8,500 円の領収書は添付されて

いるものの、航空賃 45,800 円の領収書が徴されていなかった。 

本市が庁内に通知した「出張に伴う旅費の取り扱いについて（平成 24 年 3 月

29 日唐総職号外）」では、平成 24 年 4 月 1 日以降は航空賃、宿泊料及びパック

旅行による出張については領収書添付による実費精算とすることとなっており、

同通知は本市担当課から事業団へ写しが送達されていることからも、関係規程、

通知等に基づき適正に処理されたい。 

 

 （講じた措置）どう解決したか 

  精算事務については、関係規程、通知等に基づき適正な事務処理を行うことと

した。 


